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1. 目的 
この要領は、公募型プロポーザル⽅式（以下「プロポーザル」という。）により「川⻄市

観光ＰＲ媒体作成業務」の委託業者を選定する手続きについて、必要な事項を定める。 
なお、本業務に係る委託業者選定にあたっては、専⾨的な知識、技術⼒、企画⼒を踏ま

えた提案のもと、価格以外の要素も含めて総合的な判断をする必要があることから、広く
提案を募集し、最も適切な者を本業務の委託の候補者（優先交渉権者）として選定する。 
 

2. 業務概要 
(1) 業務の名称： 川⻄市観光ＰＲ媒体作成業務 

(2) 業務内容： 別添「川⻄市観光ＰＲ媒体作成業務」仕様書のとおり 

(3) 履⾏期間： 同上 

(4) 委託上限額： １,５００,０００円 
 

3. 参加資格 
本業務の企画提案に参加できる者は、次に掲げる事項をすべて満たす者とする。 

(1) 本市の⼀般（指名）競争⼊札参加資格審査書を提出し受理された者で、かつ、⼀般（指
名）競争入札参加資格の指名停止を受けていない者であること。 

(2) 応募の締切⽇において、地⽅⾃治法施⾏令第 167条の 4の規定に該当しない者である
こと。 

(3) 会社更⽣法（平成 14年法律第 154号）に基づき更⽣⼿続き開始の申し⽴てがなされて
いる者または⺠事再⽣法（平成 11年法律第 225号）に基づき再⽣⼿続き開始の申し⽴
てがなされている者（会社更⽣法にあっては更⽣開始⼿続き開始の決定、⺠事再⽣法に
あっては再生手続き開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

(4) 暴⼒団員による不当な⾏為の防⽌等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第 2条第 2
項に掲げる指定暴⼒団またはその構成員でないこと。 

(5) 関⻄地⽅に本社あるいは⽀店等を設置する法⼈であること。 

 

4. 参加表明書の作成要領等 
本業務の企画提案に参加しようとする者は、次に定めるところにより参加表明するもの

とする。 

(1) 参加表明に必要な書類 
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①  参加表明書（様式 1） 

②  会社概要（様式自由、ただし A4版とする） 
〔記載が必須の事項〕 

会社名、会社設⽴年⽉⽇、所在地、技術者数、業務概要、経営規模・状況、 
連絡先（担当者氏名、電話番号、Fax番号、E-mailアドレス） 

③  業務実績（様式 2） 

④  業務の実施体制（様式 3） 

⑤  配置予定者（様式 4） 

⑥  業務実績としての報告書等 

(2) 資料記載上の留意事項 
上記（1）の②の「会社概要」の記載事項を証する書類等を添付すること。 

 

5. 参加表明書の提出 
(1) 提出期限： 平成 29年 6月 27日（火）午後 5時 

(2) 提出場所： 川⻄市 市⺠⽣活部 生活活性室 文化・観光・スポーツ課 
 〒666-8501 兵庫県川⻄市中央町 12-1（川⻄市役所 2階） 
 電話（072）740-1161 Fax（072）740-1187 
 E-mail kawa0199@city.kawanishi.lg.jp 

(3) 提出部数： 1部 

(4) 提出方法： 郵送（期限内に必着のこと）または持参 
 

6. 企画提案書の提出者の選定 
参加表明書の提出が 4社を超えた場合は、文化・観光・スポーツ課において上記 4の書

類について審査し、上位の概ね 4社を選定する。 

(1) 参加表明書の評価基準 
「評価基準」（表 1）のとおり 

(2) 選定結果の通知 
選定された者に対しては書面によりその旨を通知し、企画提案書の提出を要請する。 
また、選定されなかった者に対しては、書⾯によりその旨と理由を通知する。 

(3) ⾮選定理由の説明 
上記（2）のうち、選定されなかった者は、通知日の翌日から起算して 2日（休日を
除く。）以内に、次に定めるところにより、⾮選定理由について説明を求めることがで

mailto:kawa0199@city.kawanishi.lg.jp
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きる。 
①  提出様式: 自由（ただし A4版とする。） 
②  提出場所： 上記５の(2)と同じ 

 

7. 企画提案書の作成及び提出 
企画提案書は、次に定めるところにより作成し、提出するものとする。 

(1) 企画提案に必要な書類 
①  企画提案書提出届(様式 5) 

②  企画提案書 
  仕様書記載のサイズ、カラー、紙質の提案ＰＲ媒体。 

  表紙（様式 6）を付けること。 

  提案者の社名や社名を連想する記述を記入しないこと（表紙、提案ＰＲ媒体とも）。 

  業務受託価格（税込⾦額とする。） 

③  工程表（様式自由、ただし A４版とする。） 

(2) 提出 
①  提出期限： 平成 29年 7月 7日(⾦)午後 5時 

②  提出場所： 上記５の(2)と同じ 

③  提出部数： 7部（正本 1部及び副本 6部） 

④  提出方法:  郵送（期限内に必着のこと）または持参 
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8. 企画提案書等の無効 
プロポーザルの参加者が次の事項のいずれかに該当した場合には、市は企画提案書等を無
効とする。 

(1) 企画提案書等の提出方法や提出先、提出期限が、本要領に適合しない場合 

(2) 企画提案書等に記載すべき事項の全部または一部が記載されていない場合 

(3) 企画提案書等に記載すべき事項以外の内容が記載されている場合 

(4) 企画提案書等に虚偽の内容が記載されている場合 

(5) 本要領に定められた以外の⼿法により、審査委員会委員及び関係者にプロポーザルに
対する援助を直接的または間接的に求めた場合 

(6) 企画提案書等の提出期限以降において、指名停止の措置を受けた場合 

(7) 本要領に違反または逸脱した場合 

(8) その他、審査委員会が社会通念に照らし、失格にあたる事由があると認める場合 
 

9. 質問の提出及び回答 
(1) 提出について 

当実施要領に対する質問がある場合は、次により提出すること。ただし、参加表明書
及び企画提案書の作成に係る質問に限り、評価や審査に係る質問は受け付けない。 

①  提出様式： 質問書（様式 7）によること。 

②  提出期限： 平成 29年 6月 22日(木)午後 5時 

③  提出方法： 質問書を添付した電子メールのみとする。 
 件名は「川⻄市観光ＰＲ媒体作成に係る質問」とすること。 
 送信後に、電話により着信を確認すること。 

④  提出（送信）先： 上記５の(2)のメールアドレス 

(2) 回答について 
回答は平成 29年 6月 27日（火）までに、川⻄市のホームページに順次掲載する。
なお、質問者名は公表しない。 
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10. 企画提案書に対するプレゼンテーション及びヒアリング 
プレゼンテーション及びヒアリングを次の要領で実施する。 

(1) 実施日： 平成 29年 7月中旬を予定 

(2) 実施方法： 企画提案書の内容を具体的に説明することを主とし、必要に応じて補足
する。 

 1社の持ち時間は、説明 15分間及び質疑応答 10分間の合計 25分間とす
る。 

(3) 留意事項： ① プロジェクター及びスクリーンは川⻄市が⽤意する。パソコン等、そ
の他説明に必要な物は、参加者が用意すること。 

② 当⽇の資料の追加配布は認めない。 

③ 参加者は、当業務に従事する者 4名以内とする。 

④ 指定した時間に遅れた場合や、説明内容と提案書が著しく異なる場合
は失格とする。 

 

11. 優先交渉権者の特定 
本市が設置する審査委員会の審査を経て、本業務に関し最も適切な提案を⾏った者（最
優秀提案者）を優先交渉権者に特定する。 

(1) 評価項目： 次の各項目について、総合評価方式により評価する。 
①  会社の業務実績 
②  業務の実施体制及び配置予定者の業務実績、経験、手持ち業務の状
況等 

③  提案内容の魅⼒度、取組意欲、質問における応答の明快性 
④  業務受託価格の妥当性及び提案内容との整合性 

(2) 最優秀提案者の特定： 
審査委員会委員の評価点の合計が最も高かった提案者を最優秀提案者
とする。最高得点者が複数となった場合は、委員の合議により最優秀提
案者を決定する。 

(3) 結果の通知： 審査終了後、速やかに提案者全員に通知する。 
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12. 契約の締結 
(1) 契約の交渉： 市は優先交渉権者と契約の交渉を⾏う。交渉が不調の場合は、

評価順位の上位の者から順に交渉を⾏う。 

(2) 契約書作成の要否： 要する。委託の内容は、締結される委託契約書によるものと
する。 

 

13. その他 
(1) 企画提案書等の作成、提出、プレゼンテーション等に要する費⽤は、その⼀切を提案

者の負担とする。 

(2) 提出された参加表明書及び企画提案書等は返却しない。 

(3) 提出された参加表明書及び企画提案書等は、提案者に無断で本件以外には利⽤しない。
ただし、審査や事務処理等の必要な範囲において複製することがある。 

(4) 参加表明書に記載した予定技術者は、原則として変更できない。ただし、やむを得な
い理由により変更する場合には、同等以上の技術者であるとの本市の了解を要する。 

(5) 参加表明書及び企画提案書等の提出後において応募を辞退する場合は、書面（様式は
任意）により申し出ることとし、辞退後はいかなる理由があっても再応募は認めない。 

(6) 提出された書類は、川⻄市公⽂書公開条例（平成 4年川⻄市条例第 8号）の規定によ
り、その全部又は一部を公開する場合がある。 

(7) 審査委員会における審査経過については⼀切公開しない。また、審査結果に対しての
異議申し⽴ては受け付けない。 
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（表 1） 

評 価 基 準 
評価項目 評価内容 

評価及び評価点数 
十分 普通 不⼗分 

会社の業務実績 過去に受託した業務について、業務の内容などを総
合的に判断する。 10 5 3 

本業務における
実施体制及び配
置予定者の能⼒
等 

監理技術者 

過去に携わった業務の内容及び携わっ
た⽴場などについて、総合的に判断す
る。 

5 3 1 

現時点における手持ち業務の内容及び
件数から判断して、本業務の専任性に
ついて判断する。 

5 3 1 

担当技術者 
（主たる 
技術者） 

過去に携わった業務の内容及び携わっ
た⽴場などについて、総合的に判断す
る。 

5 3 1 

現時点における手持ち業務の内容及び
件数から判断して、本業務の専任性に
ついて判断する。 

5 3 1 

担当技術者 
（その他） 

過去に携わった業務の内容及び携わっ
た⽴場などについて、総合的に判断す
る。 

5 3 1 

現時点における手持ち業務の内容及び
件数から判断して、本業務の専任性に
ついて判断する。 

5 3 1 

 

評価項目 評価内容 
評価及び評価点数 

特に 
良い 良い 普通 不⼗分 特に 

不⼗分 

企画提案書及び
ヒアリングの内
容 

魅⼒的な観光ＰＲ媒体であるか。 20 16 10 4 0 

本業務に積極的に取り組む姿勢で
あるか。 10 8 5 2 0 

質問に対する応答が明快かつ迅速
であるか。 10 8 5 2 0 

業務受託価格 価格は妥当で、提案内容と整合性が
取れているか。 20 16 10 4 0 
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〔参考〕 スケジュール 

 

 ６月 7月 

第 4週 第 5週 第 1週 第 2週 第 3週 第 4週 

19日 26日 3日 10日 17日 24日 

参加表明書の提出       

提案者の選定       

企画提案書の提出       

質問の受け付け       

プレゼンテーション       

審査結果の通知       

契約の交渉、締結       

 

  

27日(火) 

29日(木) 

22日(木) 

7日(⾦) 

7月中旬を

予定 

プレゼンテーション後 
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〔参考〕 関係法令 

◎地⽅⾃治法施⾏令 

(一般競争入札の参加者の資格) 

第百六⼗七条の四 普通地⽅公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、⼀般競争⼊札

に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

一 当該⼊札に係る契約を締結する能⼒を有しない者 

二 破産⼿続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴⼒団員による不当な⾏為の防⽌等に関する法律(平成三年法律第七⼗七号)第三十

二条第一項各号に掲げる者 

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当

すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて⼀般競争⼊札に参加さ

せないことができる。その者を代理⼈、⽀配⼈その他の使⽤⼈⼜は⼊札代理⼈として使⽤

する者についても、また同様とする。 

一 契約の履⾏に当たり、故意に⼯事、製造その他の役務を粗雑に⾏い、⼜は物件の品質

若しくは数量に関して不正の⾏為をしたとき。 

二 競争⼊札⼜はせり売りにおいて、その公正な執⾏を妨げたとき⼜は公正な価格の成⽴

を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

三 落札者が契約を締結すること⼜は契約者が契約を履⾏することを妨げたとき。 

四 地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり職

員の職務の執⾏を妨げたとき。 

五 正当な理由がなくて契約を履⾏しなかつたとき。 

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に

虚偽の事実に基づき過⼤な額で⾏つたとき。 

七 この項(この号を除く。)の規定により一般競争入札に参加できないこととされている

者を契約の締結⼜は契約の履⾏に当たり代理⼈、⽀配⼈その他の使用人として使用した

とき。 

 

◎暴⼒団員による不当な⾏為の防⽌等に関する法律 
第二条 この法律において、次の各号に掲げる⽤語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

二 暴⼒団 その団体の構成員(その団体の構成団体の構成員を含む。)が集団的に又は常

習的に暴⼒的不法⾏為等を⾏うことを助⻑するおそれがある団体をいう。 
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「川⻄市観光ＰＲ媒体」作成業務仕様書 

1. 業務の概要 

 新名神⾼速道路開通に伴い、観光客数の増加をめざすため、観光ＰＲ媒体を作成し、 

⾼速道路のＳＡなどに設置する。 

 川⻄市の観光資源を視覚的に訴えＰＲする印刷物（配布⽤）を作成する。 

 印刷物の企画⽴案から取材、素材収集、デザイン、原稿データ作成、レイアウト、校正、

広告の募集、収集、印刷、製本、納品、⼯程管理等、作成に係る全ての作業を含む。 

2. 成果物 

 サイズ： Ａ４以下両面印刷１枚（折りたたむ場合も） 

 カラー：   フルカラー 

 紙質：    ＰＲ媒体として適切な紙質 

 部数： 50,000部以上 

※上記項⽬については、企画提案をもとに川⻄市・受託者協議の上で決定することとす

る。 

 電子データ: 印刷入稿データ（Adobe Illustrator形式で、再編集可能なもの）を収め

た CD-ROMを提出すること 

 その他：   阪急・能勢電鉄川⻄能勢⼝駅⻄⼝コンコース内にある現⾏の「かわにし

駅周辺案内」看板を、今回媒体として作成した絵地図を元に張り替えを

⾏うこと。詳細は現場（別紙地図・写真参照）を確認すること。 

3. 納期 

 平成 29年 10月末 

4. 契約条件 

 契約形態： 委託契約 

 委託⾦額上限額： 1,500千円（税込） 

 契約期間： 契約の日から平成 29年 12月 28日 

 委託料の⽀払い： 精算払 

 再委託等の制限： 受託事業者は、業務の全部または一部を第三者に委託し、又は請け

負わせてはならない。ただし、業務を実施する上で必要があると認

められ、あらかじめ川⻄市と協議して承諾を得た場合はこの限りで

はない。 
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5. 企画コンセプト 

 川⻄市にどのような観光スポットがあり、何を楽しめるのかという情報を、写真やイラ 

ストを多⽤することによって視覚的に紹介し、川⻄市域の観光の訴求⼒向上に資する内

容とすること。 

 年齢、性別によらず、出来るだけ幅広い層を対象とするとともに、現在の旅⾏者のニー 

ズに沿う内容とすること。 

6. 留意事項 

 内容の作成や編集などにあたっては、川⻄市と⼗分に意⾒交換・調整を図ること。 

 視覚的に訴えるための絵地図を主な内容として盛り込むこと。 

 ⾒た⼈が「川⻄市に⾏きたい」が思えるよう、内容を⼗分に⼯夫すること。 

 川⻄市が実施している「川⻄学検定」に類した内容を含むこと。 

 近く開通する予定の新名神⾼速道路川⻄インターチェンジを利⽤する訪問者が必要と

する情報を盛り込むこと。 

 著作権・版権は川⻄市に帰属する。 

 川⻄市は印刷物の⼀部または全部を他の⽤途に使⽤することができるものとする。また、

内容を自由に改変することができるものとする。 

 委託業務の履⾏に際し、他の者が著作権や肖像権を有するものを使⽤し、問題が⽣じた

場合は、委託者に不利益が⽣じないよう受託者の責任においてこれを処理すること。 

 この委託業務によって知りえた個人情報及び通常秘密とされる企業情報を、この事業の

⽬的外に使⽤しないこと。委託期間終了後も同様とする。 

 印刷後、配付前に誤りが判明し、その誤りの度合いにより正誤表やシール貼付などの対

応が必要な場合は、原則、事業者が対応すること。その際の費⽤負担は、川⻄市と協議

の上で決定する。 

 市内に本店、支店、営業所等を有する企業等の広告枠を確保し、広告の募集を⾏うこと。

広告料は⾒積額に含むものとするが、⾒積時には広告料⾦、単価、想定枠数を明確に記

載しておくこと。広告募集に当たっては、別紙「川⻄市有料広告取扱要綱」を遵守する

とともに、掲載前に川⻄市広告審査会の審査を受ける必要があること。なお、⾒積時に

おける広告料と実績に差額が⽣じた場合であっても、広告料の精算は⾏わない。 

 「かわにし駅周辺案内」看板の張り替えの⾒積もりについては、内訳として⾒積書に記

載すること。 

 本仕様書の内容に疑義が⽣じた場合及び仕様書に定めがない事項については、川⻄市と

事業者が協議のうえ、決定する。 

 

 


